
公益法人の区

分

国所管、都道

府県所管の区

分

応札・応募者

数

継続支出の

有無

外国人招聘研究者等に係る外

国人用宿泊施設

独立行政法人物質・材料研究機構

総務部門総務部参事役　真明俊宏

（茨城県つくば市千現１－２－１）

H24.4.1

（社）科学技術国際交流センター

東京都文京区白山５－１－３

一般競争入札 10,796,616円 特社 国所管 1

要求仕様を満たす業

者が一者に限られた

が、今後、複数者によ

る競争を図るべく改善

策を検討する。

有

外国人研究者生活立ち上げ等

支援業務

独立行政法人物質・材料研究機構

総務部門総務部参事役　真明俊宏

（茨城県つくば市千現１－２－１）

H24.4.1

（社）科学技術国際交流センター

東京都文京区白山５－１－３

一般競争入札 12,148,500円 特社 国所管 1

要求仕様を満たす業

者が一者に限られた

が、今後、複数者によ

る競争を図るべく改善

策を検討する。

有

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

点検結果

（見直す場合はその内容）

備考

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札の見直しの状況（物品・役務等）

物品役務等の名称及び数量

契約担当者等の氏名並びにその所

属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日

一般競争入札・指

名競争入札の別

（総合評価の実施）

契約金額

契約の相手方の商号又は名称

及び住所

公益法人の場合

様式７－３

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。



公益法人の区

分

国所管、都道

府県所管の区

分

応札・応募者

数

継続支出の

有無

該当無し

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

点検結果

（見直す場合はその内容）

備考

再就職の

役員の数

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約の見直しの状況（物品・役務等）

物品役務等の名称

及び数量

契約担当者等の氏

名並びにその所属

する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によるこ

ととした業務方法書

又は会計規定等の

根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合

契約の相手方の商号

又は名称及び住所

様式７－４



公益法人の区

分

国所管、都道

府県所管の区

分

応札・応募者

数

継続支出の

有無

該当無し

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

点検結果

（見直す場合はその内容）

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札の見直しの状況（公共工事）

公共工事の名称、

場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏

名並びにその所属

する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

一般競争入札・指

名競争入札の別

（総合評価の実施）

予定価格 契約金額 落札率 備考

公益法人の場合

契約の相手方の商号

又は名称及び住所

様式７－１



公益法人の区

分

国所管、都道

府県所管の区

分

応札・応募者

数

継続支出の

有無

該当無し

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

点検結果

（見直す場合はその内容）

備考

再就職の

役員の数

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約の見直しの状況（公共工事）

公共工事の名称、

場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏

名並びにその所属

する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によるこ

ととした業務方法書

又は会計規定等の

根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合

契約の相手方の商号

又は名称及び住所

様式７－２


